
○新潟市芸術創造村・国際青少年センター使用料徴収規則 

平成29年10月３日規則第59号 

改正 

平成30年６月１日規則第47号 

新潟市芸術創造村・国際青少年センター使用料徴収規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例（平成29年新潟市条例第24号。以下

「条例」という。）第11条の規定により徴収する使用料に関し必要な事項を定めるものとする。 

（附属設備に係る使用料） 

第２条 条例別表備考９に規定する実費等を勘案して市長が別に定める附属設備に係る使用料は，別表

に掲げるとおりとする。 

（使用料の納付期日決定の申請等） 

第３条 条例第12条ただし書の規定により別に使用料の納付期日の決定を受けようとするものは，別記

様式第１号による使用料納付期日決定申請書を指定管理者に提出しなければならない。 

２ 指定管理者は，前項の規定により使用料納付期日決定申請書が提出された場合において，特別の理

由があると認めるときは，別記様式第２号による使用料納付期日決定通知書により申請者に通知する

ものとする。 

（使用料の免除） 

第４条 条例第13条の規則で定める特別の理由があると認める場合は，次の表の左欄に掲げる場合とし，

それぞれ同表の右欄に定めるところにより使用料を免除することができる。 

特別の理由があると認める場合 免除する額 

１ 市が主催する事業に利用する場合 全額 

２ 市内の学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する小学校，

中学校，中等教育学校，高等学校又は特別支援学校の小学部，

中学部若しくは高等部の児童又は生徒が，教育課程に基づく

教育活動として，教職員に引率されて利用する場合 

全額 

３ 市内の学校教育法に規定する幼稚園若しくは特別支援学校の

幼稚部，就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）に規定する認

定こども園，児童福祉法（昭和22年法律第164号）に規定する

全額 
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保育所又はこれらに準ずる施設の幼児が，教育目的等のため，

職員に引率されて利用する場合 

４ 青少年の健全な育成に関する活動を行っていると市長が認め

る団体が利用する場合 

全額 

５ その他市長が特に必要があると認める場合 その都度市長が定める額 

２ 条例第13条の規定により使用料の免除を受けようとするものは，別記様式第３号による使用料免除

申請書を指定管理者に提出しなければならない。 

３ 指定管理者は，前項の規定により使用料免除申請書が提出された場合において，使用料の免除を決

定したときは，別記様式第４号による使用料免除決定通知書により申請者に通知するものとする。 

（使用料の還付） 

第５条 条例第14条ただし書の規則で定める特別の理由があると認める場合は，次の表の左欄に掲げる

場合とし，それぞれ同表の右欄に定めるところにより使用料を還付することができる。 

特別の理由があると認める場合 還付する額 

１ 利用者（条例第10条に規定する利用者をいう。

以下同じ。）がその責めに帰することができな

い理由によりクリエイティブスタジオ等（条例

第８条第１項に規定するクリエイティブスタジ

オ等をいう。以下同じ。）を利用することがで

きなかった場合 

使用料の額に相当する額 

２ 利用者が条例第10条の規定によるクリエイティ

ブスタジオ等の利用の取止めの申出をその利用

開始日の30日前までにした場合 

使用料の額に相当する額 

３ その他市長が特に必要があると認める場合 その都度市長が定める額 

２ 条例第14条ただし書の規定により使用料の還付を受けようとするものは，別記様式第５号による使

用料還付申請書を速やかに市長に提出しなければならない。 

３ 市長は，前項の規定により使用料還付申請書が提出された場合において，使用料の還付を決定した

ときは，別記様式第６号による使用料還付決定通知書により申請者に通知するものとする。 

（徴収委託） 

第６条 市長は，地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により，私人に使用料

の徴収の事務を委託すること（以下「徴収委託」という。）ができる。 



（徴収事務委託証） 

第７条 市長は，前条の規定により徴収委託をした者（以下「受託者」という。）に別記様式第７号に

よる使用料徴収事務委託証（以下「委託証」という。）を交付するものとする。 

（徴収委託の告示及び公表） 

第８条 市長は，第６条の規定により徴収委託をした場合は，その旨を新潟市公告式条例（昭和25年新

潟市条例第37号）第２条第２項に定める掲示場に掲示して告示し，かつ，市公報への登載その他の方

法により公表しなければならない。 

（受託者の領収証書の交付） 

第９条 受託者は，徴収委託を受けた使用料を徴収した場合は，領収証書を納入義務者に交付しなけれ

ばならない。 

（徴収した使用料の払込み） 

第10条 受託者は，徴収した使用料をその徴収した日の翌日（その日が条例第４条に規定する休館日（以

下「休館日」という。），日曜日，土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規

定する休日（以下「休日」という。）に当たる場合は，その日後においてその日に最も近い休館日，

日曜日，土曜日及び休日でない日）までに会計管理者又は指定金融機関，指定代理金融機関若しくは

収納代理金融機関に払い込まなければならない。 

（徴収委託の解除） 

第11条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，徴収委託を解除するものとする。 

(１) 受託者が不正な行為をした場合 

(２) 受託者が市長又は会計管理者の指示に従わなかった場合 

(３) 受託者から徴収委託の解除の申出があった場合 

(４) その他市長が徴収委託をすることが不適当であると認める場合 

２ 前項の規定により徴収委託を解除された者は，直ちに市長に委託証を返納しなければならない。 

３ 第８条の規定は，第１項の規定により徴収委託を解除した場合について準用する。 

（その他） 

第12条 この規則に定めるもののほか，この規則の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，条例の施行の日から施行する。ただし，次項及び附則第３項の規定は，公布の日から

施行する。 



（準備行為） 

２ 条例附則第２項のクリエイティブスタジオ等の使用料の徴収，納付期日の決定，免除及び還付並び

にこれらに関し必要な手続その他の行為は，この規則の施行前においても，この規則の規定の例によ

り行うものとする。 

３ 前項の場合において，附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日から条例の施行の日の前日ま

での間における第３条及び第４条並びに別記様式第１号から別記様式第４号までの規定の適用につい

ては，第３条及び第４条中「指定管理者」とあるのは「市長」と，別記様式第１号から別記様式第４

号までの規定中「新潟市芸術創造村・国際青少年センター指定管理者」とあるのは「新潟市長」とす

る。 

附 則（平成30年６月１日規則第47号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

別表（第２条関係） 

種類 単位 利用区分 使用料の額（円） 

移動式プロジェクター １台 １回につき 800

移動式スクリーン １台 １回につき 400

ワイヤレスアンプ １台 １回につき 100

持込機器用電源 １キロワット １回につき 200

野外調理セット 一式 １日につき 400

スポットライト １個 １日につき 200

展示台（小） １台 １日につき 100

展示台（中） １台 １日につき 100

展示台（大） １台 １日につき 200

音響セット 一式 １回につき 3,500

備考 

１ 上表において「１回」とは，条例別表備考１第１号に規定する午前の区分（以下「午前の区分」

という。），同表備考１第２号に規定する午後の区分（以下「午後の区分」という。），同表備

考１第３号に規定する夜間の区分（以下「夜間の区分」という。）のうちいずれか一の区分の利

用をいう。 

２ 上表において「１日」とは，次の各号に掲げる附属設備の区分に応じ，当該各号に定めるとこ



ろによる。 

(１) 野外調理セット 条例別表備考１第４号に規定する研修室及び指導員室における時間 

(２) スポットライト，展示台（小），展示台（中）及び展示台（大） 条例別表備考１第４号

に規定する工房・ギャラリー・休憩室１及び工房・ギャラリー・休憩室２における時間 

３ 利用時間が条例別表備考１に規定する利用時間に満たない場合でも，時間割計算は，行わない。 

４ 午前の区分，午後の区分及び夜間の区分以外の時間（午前の区分及び午後の区分，午後の区分

及び夜間の区分並びに午前の区分から夜間の区分までを継続して利用する場合におけるこれらの

区分と区分の間の正午から午後１時まで及び午後５時から午後５時30分までの時間を除く。）に

利用する場合の使用料の額は，１時間につき，１回当たりの使用料の額の30パーセントに相当す

る額とする。この場合において，その利用時間に１時間に満たない端数があるときは，これを１

時間に切り上げる。 

５ 使用料の額に１円未満の端数金額がある場合は，その端数金額を切り捨てるものとする。 



別記様式第１号（第３条関係） 



別記様式第２号（第３条関係） 



別記様式第３号（第４条関係） 



別記様式第４号（第４条関係） 



別記様式第５号（第５条関係） 



別記様式第６号（第５条関係） 



別記様式第７号（第７条関係） 


